自治労が2013年度地方財政計画・地方交付税等の充実にむけて要請（その３・民主党、社民党）

※この情報は、ホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。

　自治労は地方財政計画・地方交付税等の充実確保などを求め、民主党、社民党への要請を行った。要請の要旨は、以下の通り。

１.　民主党要請

　2013年1月21日民主党に対し地方財政計画等に関わる要請をおこなった。自治労からは徳永委員長、荒金副委員長、平川社会保障局長が出席し、民主党からは海江田万里代表、桜井充政調会長が対応した。

　冒頭、徳永委員長が要請書を手交し「東日本大震災からもうすぐ2年が経過するが、被災自治体では人員不足、特に専門職員が不足していることにより、震災関係予算があっても執行できる体制にないなどの問題が起きている。また被災自治体への派遣も限界にきている。そのような実情をしっかりと理解していただき、早急な復旧・復興となるよう財政措置および人的確保をお願いしたい。また地方公務員給与削減については、これまで各自治体が厳しい財政状況を乗り切るため、労使で独自の給与削減を行い、自治体の財政危機を乗り切ってきた経過があることをしっかりと理解し、国からの一方的な押し付けとならないようお願いしたい」と要請した。また平川社会保障局長より、その他要請の趣旨について説明がなされた。

　それに対し海江田代表は「民主党政権時には、任期付き職員の雇用や地方整備局に対して退職者情報を自治体に提供するように要請するなど、復旧・復興に係る人員の確保に取り組んできた。しかし地方からは、上記と同様に人的不足や事務の簡素化を求める声も多くあがってきている。民主党として、早急な復旧・復興のための行政体制が構築されるよう全力で取り組んでいく。

地方公務員給与削減については、昨日、総務省側に対し、地方は千差万別であり、一括的な削減等は行わないよう要請した。これまでの地方独自の努力は理解しており、民主党として働きかけを行っていく」と回答した。

最後に徳永委員長から「復旧・復興に係る財政措置や地方交付税総額確保など、民主党政権化で取り組まれてきた事項については、今後もしっかりとした取り組みや働きかけをお願いしたい」と述べ、この日の要請を終えた。

２.　社民党要請

社民党への要請は１月21日15時から行った。自治労から荻野副委員長、中平政策局長が参加し、社民党は福島みずほ党首が対応した。

荻野副委員長が要請書を手渡し、「被災地では自治体職員が懸命に復興に取り組んでおり、各地の自治体は人員削減が進められる中で被災地に職員を派遣し、被災自治体も任期付職員等を採用するなどして、苦労して復興作業を進めているところ。しかし、被災地の実態としては、復興予算は確保されても人材不足で執行できず、早期復興にむけて厳しい状況に直面している。このような状況を理解いただき、中長期の復興をめざす観点から、正規職員の採用をはじめ、被災地の人材確保とそのための財源確保を強く要請したい。地方公務員の給与削減については、麻生財務大臣より国家公務員と同様に7.8％の削減の要求があったが、政府がこれからデフレを脱却するというときに、地方公務員の給与を削減することは矛盾しており、地域経済を一層停滞させるものである。経済の再生にも給与の確保は不可欠であり、社民党としてもご尽力いただきたい」と要請した。

これに対し、福島党首は「地方交付税の削減を通じて、国家公務員と同様の給与削減を地方自治体に求めるのは地方自治の本旨からして、全く間違っている。被災地の人材不足も深刻な状況は承知しており、必要な人員、給与の確保は必要と考える。政府与党は2％の経済成長・物価上昇をめざすとしているが、これにともなう金利上昇等の経済の影響を考えると、これで賃金を下げられると生活はたいへんなことになる。とくに、地方公務員の賃金は、地場の民間企業賃金にも影響するものであり、国の削減と同様の措置を求めることはあってはならないことと考える」などと回答した。

また、中平局長は「地域に必要な行政需要等に対して、一定の根拠に基づき算定されるべき地方財政計画・地方交付税が国や政治の都合で算定が左右されることがあってはならない。給与関係経費は確実に確保した上で、地方財源全体を確保することが必要である」などと強く指摘し、要請を終えた。

以上
